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【共同声明・政策提⾔】 
地球と⼈の健康を同時に守る 〜気候危機を健康・経済・成⻑
の「機会」に変える⽇本型プラネタリーヘルス戦略〜 

―⾻太の⽅針・成⻑戦略への提⾔― 

（2026年 06⽉ 24⽇） 
特定⾮営利活動法⼈⽇本医療政策機構（HGPI: Health and Global Policy Institute）（事務局：東京都港区、代表理
事：乗⽵ 亮治）のプラネタリーヘルスプロジェクトおよびアドバイザリーボードメンバー有志⼀同は、政権
の次期「経済財政運営と改⾰の基本⽅針（⾻太の⽅針）」および「成⻑戦略」に向けた共同声明「地球と⼈の
健康を同時に守る〜気候危機を健康・経済・成⻑の『機会』に変える⽇本型プラネタリーヘルス戦略〜」を
公表しました。 

■声明の背景と重要性 

気候変動・⽣物多様性の損失・環境汚染という「三つの地球規模の危機（トリプル・プラネタリー・クライ
シス）」は、⽇本経済と国家財政の持続可能性を左右する構造的リスクであると同時に、21 世紀における健
康・経済・社会を同時に⾼める最⼤の「機会」でもあります。本声明は、⾃然環境を単に「保護する対象」
とみなす発想から、⼈々の健康と社会の繁栄を⽀える「必須の基盤」と捉え戦略的に投資する発想への転換
――すなわち「地球と⼈の健康を同時に守る」プラネタリーヘルスへの転換を提起するものです。 

ランセット・カウントダウンの2024年報告によれば、⽇本では2024年の暑熱曝露により14.2億時間の潜在
労働時間が失われ、潜在所得損失は約 7.9兆円（GDPの約 1%に相当）に達したと推計されています。また、
2026年の中東情勢の緊迫化、とりわけホルムズ海峡の事実上の閉鎖により、現代医療の⽯油化学製品・輸⼊
物資・電⼒網への多層的依存という構造的脆弱性が現実のものとなりました。 

国際的には、COP30で「ベレン保健⾏動計画（BHAP）」が採択され、第 77 回世界保健総会では気候変動を「21
世紀最⼤の健康脅威の⼀つ」と位置づけ、各国に気候レジリエントかつ低炭素な保健医療システムの構築を
求めています。⽇本政府も BHAP を⽀持し、「健康の公平性」「アジア太平洋地域における強靱なシステム構
築」「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）」を重点分野として表明しました。 
 
■5つの主要提⾔ 

政府が掲げる「責任ある積極財政」「危機管理投資」「攻めの予防医療」「17の戦略分野」等を環境と健康の統
合視点から強化すべく、以下の5つの提⾔を⾏っています： 
1. ガバナンスの再構築 気候・健康課題をマクロ経済・国家の持続可能性を左右する中核課題と再定義し、
経済財政諮問会議の下に政府横断的な統合評価体制を構築する。次期気候変動適応計画に「健康影響評
価（HIA）」と「すべての政策に健康の視点を組み込むこと（HiAP）」を明記し、縦割りを横断する政策調
整を実現する。 

2. 危機管理投資としてのサプライチェーン強靱化と病院グリーン化 医療物資・電⼒網への依存と⽼朽病
院問題を国家ガバナンス上の重⼤リスクと位置づけ、医療機関の脱炭素化・ZEB Ready推進を「危機管理
投資」として明確化し、4 省庁連携のワンストップ⽀援とまちづくり連動の施設整備を進める。 

3. 防災庁の事前防災機能と次期気候変動適応計画の連動 熱中症・感染症・メンタルヘルス等の健康適応
策を次期計画に実質的に組み込み、防災庁の機能と制度的に連動させる。⾃然を基盤とした解決策（NbS）
やグリーンインフラを国⼟強靱化計画に明⽰し、国と地⽅の取り組みをシームレスに接続する。 

4. 成⻑戦略・攻めの予防医療への実装 環境・健康データの統合による予防医療の⾼度化、健康経営での
暑熱適応策の評価指標化、⾼齢労働者の就労継続⽀援を推進する。「17の戦略分野」にワンヘルスに基づ
く環境制約要件を組み込み、新技術⽴国政策と国際ルール形成を同期させる。 
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5. 財政の持続可能性の確保 気候・健康リスクを財政リスクとして明⽰的に評価し、健康・医療・介護の適

応投資を⾻太の⽅針・成⻑戦略・次期計画に横断的に位置づける。単年度主義からの転換を踏まえ、複数
年度予算・別枠投資枠と⾃治体の脱炭素取組の⼀体的評価により、将来の医療費⾼騰を未然に防ぐ。 

 
■担当者・アドバイザリーボードメンバーによるコメント 

本共同声明に対して、特定⾮営利活動法⼈⽇本医療政策機構 菅原丈⼆ 副事務局⻑は以下のようにコメント
しています： 
「今回の共同声明は、気候危機を単なる環境問題として捉えるのではなく、マクロ経済・国家財政・
安全保障を左右する中核課題として再定義し、経済・財政の中枢である経済財政諮問会議や財務省を
主要なターゲットとして位置づけた点に⼤きな意義があります。 
2026 年はホルムズ海峡をめぐる情勢緊迫化により医療物資の供給不安が現実のものとなり、記録的
な猛暑が続く中で熱中症による救急搬送が過去最多⽔準に達するなど、気候と健康の危機が同時進⾏
しています。ヘルスケアセクターが『環境に配慮する』存在にとどまらず、『環境再⽣に積極的に貢献
する』存在へと転換することが今まさに求められています。 
防災庁の設⽴、新たな地域医療構想の本格化、次期気候変動適応計画の策定という三つの歴史的な政
策機会が重なる 2026年は、⽇本型プラネタリーヘルス戦略を具体化するまたとない好機です。本声
明が、政府横断のガバナンス構築と戦略的な危機管理投資の実現に向けた⼀助となることを強く期待
しています。」 

 
また、本共同声明に賛同しているアドバイザリーボードメンバーからは以下のようなコメントをしています： 

中村 桂⼦（東京科学⼤学 名誉教授／健康都市推進会議 理事⻑）  
「健康都市とプラネタリーヘルスを研究してきた⽴場から、環境と健康を都市・地域で統合する本声
明の⽅向性を強く⽀持します。多分野連携と市⺠参加を基盤に、ウェルビーイングを軸とした新しい
成⻑へ社会を導く視点は、世界の潮流とも合致するものです。」 

 
菊池 栄作（北海道⼤学 One Health リサーチセンター社会・国際連携統括室⻑・特任准教授（⼤学院国際感
染症学院、獣医学部兼任）） 
「動物衛⽣、⾷品安全そしてワンヘルスに携わってきた経験から、⼈・動物・環境の健康や健全性を
⼀体で捉える視点が重要と考えます。ワンヘルス・アプローチに基づく、感染症・薬剤耐性（AMR）
対策と⽣物多様性保全を関係者が⼀体となり対応する統合的ガバナンスの進展を期待します。」 

 
⼭野 博哉（東京⼤学⼤学院 理学系研究科 地球惑星科学専攻 教授）  
「地球環境と⽣態系・⽣物多様性の保全を研究する⽴場から本声明を⽀持します。サンゴ礁をはじめ
⾃然システムの劣化は⼈々の健康と暮らしに直結します。⽣物多様性の保全とネイチャーポジティブ、
NbSを防災・健康と⼀体で進める統合的アプローチが、持続可能な社会の基盤になります。」 

 
 
詳細は、こちらからもご覧いただけます。 

https://hgpi.org/research/phl-20260624.html 
 
■⽇本医療政策機構について 
⽇本医療政策機構（HGPI）は、2004年に設⽴された⾮営利・独⽴・超党派の⺠間医療政策シンクタンクです。市⺠主体の医療政策を実現すべく、独⽴し

たシンクタンクとして幅広いステークホルダーを結集し、社会に政策の選択肢を提供しています。設⽴以来、⼥性の健康、がん対策、認知症、薬剤耐性、

再⽣医療、グローバルヘルスなど、当時は⼗分に議論されていなかったテーマをいち早く政策課題として提⽰し、法制度や国家戦略の形成、国際的な政

策議論への反映など、具体的な政策の前進に寄与してきました。 


